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■認定審査会という哀しさ
認定審査は哀しい。

概況調査、１０６項目と特記事項と医師意見書を突き合わせてたどり、

浮かび上がってくるその当事者が生きている姿。

「スコア」とやらに関わらず、みんなおどろくほど大変で、

しかし、つましい社会資源しか用いず、生きていることに胸が塞がれる。

そのことを感じて、このまま手をつかねていてよいのか、と思う。

パターナリズムといわれようが、おせっかいといわれようが、

これを見て／想い、でもなにもしないことは、

搾取であり、消極的な虐待ではないのか。

横に並ぶ「事務局」からはやんわりと牽制をうけつつ、

区分変更の「根拠」を巡り、「激論」をかわす。

でも本人を前にせず、その生活も知らず、訴えも聴かず、

結果も、実際の具合的なサービスの獲得に直接結びつかないとなれば、

それは、冷たく徒労感の強い「シュミレーションゲーム」

（それでも力の限り頑張るしかないが）

これは、介護保険と支援費制度の「悪いとこ取り」の、不愉快なキメラ。

この時間があれば、このマンパワーがあるならば、

それは、その人の想いを聴き、願う生活を適えることに充てられるべき。

「資源は有限」なのに、こんなことをしている「モラルハザード」は、

連日の深夜まで及ぶ審査会で疲れ切っている

「事務局」の職員（ワーカー）たちの心も侵食する。

（そしてそれは今後の自治体の福祉力の―さらなる―低下を招く）

障害程度区分の「改善」・「単価アップ」などの「条件闘争」ではなく、

この「根っこから」おかしいものを、

この国の「ふくし」の「生の技法」のとてつもない哀しさを、

変えるためのひとりひとりの働きかけが求められている。

■認定審査会攻略マニュアル

まず…　障害程度区分をあげる「王道」は、プロセスⅠの７９項目で「まんべんなく」（特に項目の重み付けが高いＡＤＬ項目を含めて）「全介助」「一部介助」をとるべし。
注意！　特に、知的障害者では、「食事摂取」「飲水」「排尿」「排便」「口腔洗浄」「洗顔」「整髪」「つめ切り」「衣服着脱」「薬の内服」等の項目がポイント。Ｂ１項目（ＩＡＤＬ）も大事だが、Ｂ１項目が高いだけでは１ランクアップ（かつ区分４まで）しかならないので、関連するこれらの項目をもれなく上げなくてはならない。
準備として…　「認定調査員マニュアル」の該当する項目の「着眼点・留意点・判断基準」を読み、項目別の（拡大）解釈をきちんとしておく。さらにそれを「樹解夢」等で結果をチェックしたうえで（特に障害程度区分に基づく利用制限のクリアを要チェック！）特記事項も含め（これがたくさん記載されていると二次審査のランクアップの材料になる）１０６項目の自己判定表を作り、認定調査員に渡してしまおう。
実際の調査では　全項目がきちんと聞かれることはまれ、また、「利用者との合意形成」を大事にする傾向もあり。さらに、書いたものを渡しておくことで、不服審査請求のときの「エビデンス」にもなる。※後述
認定調査でやることをやったら…　あとは「座して待つ」のではない。続く「支給決定交渉」が本番。障害程度区分は、いわゆる国庫負担基準であり、支給決定のための勘案事項のひとつに過ぎない。（６月２６日全国課長会議資料でも、国庫負担基準がヘルパー制度等の個々人の上限ではないことが明記） 支給決定は、区市町村が定める「支給決定基準」に基づきおこなわれる。支給決定基準を外れる（上回る）ものが「非定型」として審査会の意見を聞く対象となる。

どうする？「支給決定基準」　長時間介護が実現している自治体では、「新たな支給決定基準は作らず、現在の支給決定実績に準じる」のが一番よい。（それが「現行水準の維持」でもある）

要確認！　障害程度区分の調査と同時に（さりげなく）「サービス利用意向の聴取」がおこなわれてしまっている場合もある。その場合、障害程度区分の通知と支給決定通知が同時になる可能性もあり。
最後は…不服審査　審査会修正済みの認定調査明細は、本人なら開示請求できるはず。事前の（調査員に渡した）「自己判定表」と突き合わせてみよう。現実には、不服審査をかけられるのは自治体にとっても好ましいことではないので、「再判定（審査）」となることが多いのではないだろうか。

ただし…　必要な支給決定がおりているなら、いたずらに不服審査を請求することはない。また、不服審査の対象が障害程度区分ではなく支給決定の時間数である場合、自治体作成の要綱（すなわち「支給決定基準」）に沿った決定であれば、（残念ながら）却下される可能性が高い。そのためにも、「支給決定基準」にはくれぐれも注意！
最後に…　障害程度区分の範囲を超える支給決定に充てる予算はある。従来の施設訓練等支援費（法内の入所・通所）では、国と市町村が１／２づつだった負担割合が、自立支援法では、国１／２、都道府県県と市町村が１／４づつになる。だまっているとこれが財務に吸い取られてしまうから、そうはさせない取り組み（国庫負担基準を超える支給決定及び移動支援につぎこめ）が必要。（９月市議会に向けての働きかけも重要）
　　　（例）某市（人口１５万規模）の場合、従来５．２億くらい施設支援費がかかっていたので、１．３億が市としてはうく、という。
■二次審査における区分変更のためのガイドライン（案）

（１）Ｂ２、Ｃ項目群に基づく変更　（ただし、プロセス１非該当の場合はＣ項目群のみ）

　一次判定で考慮されていない部分に、実際の介護にかかる時間が長くなることが想定できる要素がある場合

　

◇1区分アップ

　　　当該項目群に、複数箇所程度（2～3箇所）の一部介助または全介助があり、声かけ、見守りを要することが想定できる場合

　◇ 2区分アップ

　　　当該項目群に、半数箇所程度の全介助があり、また、その他の項目についても一部介助が複数箇所あるなど、介助を定期的に行わないと日常生活に支障があることが想定できる場合

（２）特記事項・医師意見書に基づく変更

　　　特記事項・医師意見書の記載により、通常よりも介護にかかる時間が長くなることが想定できる場合

　◇ 1区分アップ

　　　自立、一部介助、または全介助であるが、状況によっては介助にかかる時間が、より長くなることが想定される記載が複数箇所程度（2～3箇所）あるもの

（３）その他留意点

　

◇（１）（２）両方の変更理由がある場合は、合算して２区分あるいは3区分のアップとすることも可能とする。

　◇（１）（２）それぞれの項目で判断したときには区分変更する指標にまでは達しない場合でも、両方を総合的に勘案して区分変更することも可能とする。

　◇本ガイドラインが存在することで、（１）（２）の基準以外の根拠にもとづく区分変更の可能性が排除されるものではない。
■医師意見書　…障害程度区分の医師意見書について（情報提供その２）（平成18年7月27日付け事務連絡）
「医師意見書作成事務の円滑化のため、次の取組みをしている事例があります」ので、「必要に応じて管内市町村等に情報提供されるようよろしくお願いします」と都道府県に依頼（要するに、「利用側があらかじめ意見書を書く医者を決めて根回ししたうえで、書いて欲しい事実関係をきちんと渡しておくほうがよい」と「情報提供」）
-----------------------------------------------------------------------
ア　申請者が、協力医等に診察していただく前に、申請者等が予診票を記入し、診察の際に提出する。
   ＜予診票の参考例＞
　　　次の内容について、簡単に記入できるような票
　　　　①　現在受けている治療にかかる病院名、診療科名、病名　②　今までにかかった病気
　　　　③　身長、体重（過去６ヶ月の体重の変化）　④　利き腕　⑤　マヒの有無及び部位
　　　　⑥　じょく瘡の有無及び部位　⑦　関節の痛みの有無及び部位　⑧　関節の拘縮の有無及び部位
　　　　⑨　行動障害、精神症状の有無及び具体的な内容
　イ　申請者がどの協力医の診察を受けるか決めた後に、「協力医確認書」を作成し、
  　　利用者と、協力医のいる医療機関に送付する。

★ 参考様式 別紙　(略）
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